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議案第146号 

 

   佐渡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について  

 

 佐渡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。 

 

 

 

 

          令和５年12月14日 提出  

               佐渡市長   渡辺 竜五  
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   佐渡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

 

佐渡市国民健康保険税条例（平成16年佐渡市条例第65号）の一部を次の

ように改正する。  

第 14 条第９項中「第 24 条の２第１項」を「第 24 条の２」に改める。  

第 24 条に次の１項を加える。  

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第 56条の89第４

項に規定する出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）が属する場

合における当該納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割

額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その

減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被保険者均等割額か

ら、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額

して得た額とする。  

⑴ 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額  当該出

産被保険者につき第４条の規定により算定した所得割額の 12分の１

の額に、当該出産被保険者の出産の予定日（地方税法施行規則第 24条

の 30の５に定める場合には、出産の日。以下同じ。）の属する月（以

下「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）

から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）

のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額  

⑵  国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割  

額  当該出産被保険者につき第５条の規定により算定した被保険者

均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出産被

保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額  

 ⑶ 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所

得割額  当該出産被保険者につき第７条の規定により算定した所得

割額の12分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該

年度に属する月数を乗じて得た額  

⑷ 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額  当該出産被保険者につき第８条の規定により算定
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した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした

場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の12分の１の額に、

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗

じて得た額  

⑸  国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割   

額  当該出産被保険者につき第９条の規定により算定した所得割額

の12分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度

に属する月数を乗じて得た額  

⑹ 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均

等割額  当該出産被保険者につき第 10条の規定により算定した被保

険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあ

っては、その減額後の被保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

第25条の２の次に次の１条を加える。  

（出産被保険者に係る届出）  

第25条の３ 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属す

る場合には、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければな

らない。  

⑴ 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25年

法律第27号）第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）  

⑵ 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号  

⑶ 出産の予定日  

⑷ 単胎妊娠又は多胎妊娠の別  

⑸ その他市長が必要と認める事項  

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を添

えなければならない。  

⑴ 出産の予定日を明らかにすることができる書類  

⑵ 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類  

⑶ 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と
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当該出産に係る子との身分関係を明らかにすることができる書類  

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前か

ら行うことができる。  

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出産被保険者について同項

各号に掲げる事項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき

事項を確認することができる場合は、第１項の規定による届出を省略さ

せることができる。  

   附  則 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。  

 （適用区分）  

２ この条例による改正後の佐渡市国民健康保険税条例の規定は、令和５

年度分の国民健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び

令和６年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度

分の国民健康保険税のうち令和５年 12月以前の期間に係るもの及び令和

４年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第147号 

 

   佐渡市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 佐渡市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

 

 

 

          令和５年12月14日 提出  

               佐渡市長    渡辺 竜五  
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   佐渡市手数料条例の一部を改正する条例  

 

佐渡市手数料条例（平成16年佐渡市条例第68号）の一部を次のように改

正する。  

別表全般の表７の項中「第120条第１項」の次に「、第120条の２第１項」

を加え、「磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録

することができるものを含む。以下同じ。）をもって調製された戸籍に記録

されている事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に

改め、同表８の項の次に次のように加える。  

８の２  戸籍法第 120条の３第２項の規定に基

づく戸籍電子証明書提供用識別符号の発行

（情報通信技術を活用した行政の推進等に

関する法律（平成 14年法律第 151号）第７条

第１項の規定により同法第６条第１項に規

定する電子情報処理組織を使用する方法（総

務省令で定めるものに限る。以下この項にお

いて同じ。）により戸籍電子証明書提供用識

別符号の発行を行う場合（当該発行に係る戸

籍電子証明書の請求が同法第６条第１項の

規定により同項に規定する電子情報処理組

織を使用する方法により行われた場合に限

る。）における当該発行及び戸籍電子証明書

提供用識別符号の発行に係る戸籍電子証明

書の請求を行う者が同時に当該戸籍電子証

明書に記録された事項と同一の事項が記載

された戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍証

明書の請求を行う場合における当該発行を

除く。）  

戸籍電子証明書提供用識

別符号１件につき  400円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表全般の表９の項中「第120条第１項」の次に「、第 120条の２第１項」
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を加え、「磁気ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録されている

事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書」に改め、同表

10の項の次に次のように加える。  

10の２  戸籍法第 120条の３第２項の規定に基

づく除籍電子証明書提供用識別符号の発行

（情報通信技術を活用した行政の推進等に

関する法律第７条第１項の規定により同法

第６条第１項に規定する電子情報処理組織

を使用する方法により除籍電子証明書提供

用識別符号の発行を行う場合（当該発行に係

る除籍電子証明書の請求が同法第６条第１

項の規定により同項に規定する電子情報処

理組織を使用する方法により行われた場合

に限る。）における当該発行及び除籍電子証

明書提供用識別符号の発行に係る除籍電子

証明書の請求を行う者が同時に当該除籍電

子証明書に記録された事項と同一の事項が

記載された除かれた戸籍の謄本若しくは抄

本又は除籍証明書の請求を行う場合におけ

る当該発行を除く。）  

除籍電子証明書提供用識

別符号１件につき  700円 

 

 

 

別表全般の表11の項中「交付又は」を「交付、」に改め、「事項の証明書

の交付」の次に「又は同法第 120条の６第１項の規定に基づく届書等情報の

内容の証明書の交付」を加え、同表12の項中「事務」の次に「又は同法第

120条の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容を表示したものを閲覧

に供する事務」を加え、「書類１件」を「１件」に改める。  

  附 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。  
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議案第148号 令和５年度佐渡市一般会計補正予算（第９号）について  

（予算書別紙添付）  
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《令和５年度 佐渡市一般会計補正予算（第９号）概要》 

 

１．補正予算について 

・国のデフレ完全脱却のための総合経済対策に伴う事業の経費を計上 

・観光交通政策アドバイザーに要する経費を計上 
 
２．予算規模                          （単位：千円） 

補正前の額        54,254,194 

補 正 額           260,119 

累計予算額        54,514,313 
 
３．財源内訳                                        （単位：千円） 

国庫支出金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 144,800 

繰入金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 115,319 
 
４．補正項目                      

１）国のデフレ完全脱却のための総合経済対策に伴う事業 

（事業内容） 

 猛暑の影響を受けた農業者と、低所得者に対する国の追加給付の対象外となる

世帯に対し総合的に支援する予算としました。 

 

○電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業（原油価格・物価高騰対

策）                   【社会福祉課】補正額：2,800千円 

家計への負担が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯）に対する給付金について

給付の対象に家計急変世帯を含めることに伴う経費を計上。 

 

○【新規】みんなの暮らし応援事業（原油価格・物価高騰対策） 

            【高齢福祉課】補正額：92,000千円 

低所得世帯（住民税非課税世帯等）以外の世帯を対象に、１世帯当たり 5千円の

暮らし応援券（商品券）を支給する経費を計上。 

 

○【新規】農業資材等物価高騰対策支援事業（原油価格・物価高騰対策） 

            【農業政策課】補正額：164,419千円 

農業販売額が前年から減少した農業者に対し、経営面積に応じて農業資材等の価

格高騰相当額の一部を支援する経費を計上。 

※収入保険加入に対する支援は令和 6年度当初予算に計上予定 

 

２）観光交通政策アドバイザーに要する経費 【観光振興課】補正額：900千円 

（事業内容） 

観光及び交通行政に豊富な知識と経験を有する者を観光交通政策アドバイザー

として依頼し、観光戦略や交通行政等に関する助言や指導を受けるための経費を計

上。 
 

議案第 148号 


